
監査公表第１９号

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき次のとおり監査を実施したので、同条

第９項の規定によりその結果を公表する。

令和４年２月 ４日

新城市監査委員 原 義 弘

新城市監査委員 山 口 洋 一

第１ 監査種別

財政援助団体等監査（公の施設の指定管理者監査、出資団体監査）

第２ 監査対象

指定管理施設 つくで手作り村

指定管理者 有限会社つくで手作り村

（有限会社つくで手作り村は出資団体に当たることから、併せ

て出資団体監査を実施したもの。）

所管部課 作手総合支所 地域課

第３ 監査に当たった監査委員

原 義弘 山口 洋一

第４ 監査の期間

令和３年１１月２９日～令和４年２月４日

第５ 監査の方法

有限会社つくで手作り村の指定管理等に係る出納その他の事務の執行状況に

ついて、関係資料の提出を求め、諸帳簿等について調査・確認を行った。また施

設の現地査察を行い、関係法令及び協定書等に沿って適正な施設管理及び事務処

理が行われているかどうかに主眼をおいて監査を実施した。

所管課に対しては、指定管理等に係る事務の執行状況、指定管理者の選定経

過及び協定書の内容、指導監督の状況等の確認を主眼に監査を実施した。

第６ 監査の結果等

１ 監査対象の概要

つくで手作り村は、地域資源を活用した都市との交流、憩いと安らぎの場を提

供するとともに、新たな農業経営の展開を目指し地域農林業等の振興を図るため、

新城市作手清岳地内に設置された施設である。

また、有限会社つくで手作り村は、①農畜産物等の加工、販売 ②飲食店の経

営 ③農林業等の体験事業 ④新城市が委託する施設の管理運営業務 ⑤農業

⑥前各号に付帯する一切の事業を営むことを目的に設立された団体であり、現在



の役員は取締役２名、株主は１０名で、新城市は発行株式８４株のうち２１株（出

資金額１，０５０，０００円）を有している。

２ 監査対象事業について

有限会社つくで手作り村の指定管理事業

指定期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで

指定管理料 令和２年度 ６，８００，０００円

令和３年度 （６，８００，０００円のうち令和３年４月１日

～令和３年９月３０日間の支出分）

指定管理の業務内容

① 施設及び附属設備の維持管理業務に関すること。

② 施設の利用許可に関すること。

③ 道の駅施設の駅長業務に関すること。

④ 上記に付随する業務に関すること。

３ 監査の結果

指定管理事業については、関係法令及び協定書等に沿って概ね適正に処理され

ていると認められたが、引き続き当該施設の経営成績及び財政状態の把握に努め、

適切な指導監督に当たられるよう望むものである。

なお、軽易な事項についてはそれぞれ監査の過程においてふれたところである

が、以下の項目を意見として発表する。

監査結果に対する団体への指導や是正措置等の状況については、この報告の受

領日から概ね３か月をめどに通知されたい。

【つくで手作り村】

意見

１ 施設・設備等の点検記録の作成・保管が十分にされていなかった。日常・定期

点検等の実施記録を残し、施設・設備等の性能・機能保持に努められたい。

【作手総合支所地域課】

意見

１ 市が算出した指定管理料の基礎金額と、指定管理者の支出した事業費と乖離す

る項目が見受けられた。

費用負担の考え方等について再度検証されたい。

２ 資産台帳の整備に努められたい。

３ 施設備品等の管理において、基本協定書の別紙に掲げる備品等一覧と整合のと

れないものが見受けられた。

異動状況を加味した最新のものを備え付けられたい。また１年に 1回程度は備

品の確認をされたい。



４ つくで手作り村の運営面の把握に努め、連携のとれる体制を構築し、適切な指

導監督に当たられるよう努められたい。


